
 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭的保育事業・小規模保育事業Ｃ型 

事業所設置の手引き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年３月改定 

仙   台   市 

 

 

 



 2 / 11 

 

保育ママとは 

生後８週間から満３歳未満の乳幼児を，少人数の家庭的な雰囲気の中で保育する「家

庭的保育事業（※１）」又は「小規模保育事業Ｃ型（※２）」があります。 

（※１）「家庭的保育事業」とは・・・家庭的保育者の認定を受けた者が，居宅等で，

満３歳未満の乳幼児を最大５人まで保育する事業 

（※２）「小規模保育事業Ｃ型」とは・・・家庭的保育者の認定を受けた２名が共同

で，満３歳未満の乳幼児を最大１０人まで保育する事業 

 

１ 概要 

（１）対象事業 

  ① 家庭的保育事業   

  ② 小規模保育事業Ｃ型 

（２）開設場所 

  仙台市内 

（３）事業開始時期 

  毎年４月１日 

 

２ 設置資格  

  社会福祉法人又は学校法人以外の者は下記に該当すること。 

（１）経済的基礎を有すること 

① 設置者が成年被後見人又は被後見人に該当しないこと 

② 家庭的保育事業又は小規模保育事業Ｃ型の年間事業費の１／１２を普通預金等で

自己所有していること 

③ 財務内容及び資金計画が適正であること 

 ④ 設置者が他事業を行っている場合，小規模保育事業以外の事業を含む設置者全体決 

算において直近３会計年度において連続して損失を計上していないこと 

 ⑤ 市税等を滞納していないこと 

 ⑥ 家庭的保育事業又は小規模保育事業Ｃ型を賃貸借物件で行う場合，賃借料が地域の 

経営水準に照らして適正な額以下であること。 

（２）社会的信望を有すること（法人の場合は経営担当役員） 

 ① 暴力団との関係を有していないこと 

 ② 保育事業において改善勧告を受けたことがある場合は，改善が行われたと認められ

ており，かつ改善勧告を受けた日の属する年度から５年間に達する日の属する年度を

経過していること。 

（３）家庭的保育者を配置できること 
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３ 設置物件の確保 

不動産を新たに取得又は賃借する場合には，事前協議書提出時点で取得又は賃借が確

実に見込まれることが必要です（別添様式により確約書を提出いただきます）。 

また，土地や建築に関する関係法令等について十分確認をしてください。 

 

４ 認可・確認について 

事業者が新制度における公費の給付対象である「特定地域型保育事業」として位置づけ

られるためには，児童福祉法等を根拠とする事業の「認可」と，子ども・子育て支援法に

よる「確認」（子ども・子育て支援法第 31 条，43 条）の両方を受けることが必要になり

ます。 

（１）認可 

認可は「１ 設置資格」の要件に加え，別添資料１－１「家庭的保育事業の設備及び

運営に関する基準」または別添資料１－２「小規模保育事業Ｃ型の設備及び運営に関

する基準」（以下，「基準」という。）を満たす必要があります。 

（２）確認 

確認は，認可事業者に対して，給付費の対象となることを確定する手続きです。認可

後，申請に基づき給付の対象となることを審査し給付費を支払います。 

 

５ 運営方法 

（１）定員 

  ① 家庭的保育事業     １人以上５人以下 

② 小規模保育事業Ｃ型   ６人以上１０人以下 

（２）保育児童 

① 概ね生後８週間から満３歳に達した日以降の最初の３月３１日まで。 

② 仙台市内在住の３号認定（満３歳未満児で保育が必要と認定を受けている）の児童。 

（３）保育日及び保育時間 

   ① 保育日  月曜日から金曜日 ※土曜日は任意 

（国民の祝日及び１２月２９日から１月３日を除く） 

   ② 保育時間 １日８時間以上とし，利用者の状況等を考慮して事業者が定める。なお，

「保育標準時間認定」を受けた乳幼児を保育し、かつ、延長保育を実施す

る場合は，保育標準時間を１１時間設定とすること。 

（４）保育乳幼児の食事 

家庭的保育事業・小規模保育事業Ｃ型は，いずれも自園調理で提供します。調理業務

の委託や搬入施設からの給食搬入は認められません。 

（５）保育料 

① 保護者負担額は，別添資料２－１「教育・保育給付認定における利用者負担額等（月

額）（令和６年度版）」のとおりです。 

http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/law/index.html
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② 延長保育料，一時預かり保育料は，別添資料２－２「延長保育料・一時預かり保育

料について」のとおりです。 

③ 入園料，冷暖房費，保険料，給食代，ミルク代，おやつ代などの保護者負担は認め

られません。 

（６）給付費等の使途について 

① 会計処理については，整備する経理規程に基づき，処理することとなります。 

② 家庭的保育事業・小規模保育事業Ｃ型を実施する事業所ごとに会計処理することと

なります（会計期間は４月～翌年３月）。 

（７）給付金の返還 

虚偽の申請を行った場合等，不適切な取扱いと認められる場合には，給付費の一部又

は全部について返還を命じます。 

（８）立入検査等 

      仙台市は，家庭的保育事業者・小規模保育事業Ｃ型事業者が適正な保育を実施してい

るか調査・確認するため，必要な事項についての報告を求め，立入検査を行います。ま

た，立入検査の結果，必要がある場合は，改善指導等を行います。 

（９）指導事項の遵守 

認可後の運営については，保育面での指導のほか，決算を始めとする会計処理等につ

いて本市の指導に従う必要があります。 

（10）認可の取消し 

      認可を継続することが不適当と認められる事由が生じたときは，認可を取り消す場 

合があります。 
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６ 入所の手順 

（１）情報提供 

施設より提供のあった情報（施設概要や入所可能情報等）については，市のホーム 

ページ，各区役所・総合支所等で公開します。 

（２）利用申込等 

市の利用調整のもと，保護者が自ら施設を選択のうえ契約する直接契約となり，正当

な理由がある場合を除き施設に応諾義務が課されます。 

 

【利用までのながれ】 

 

（３）利用契約 

利用者と設置者において，両者の合意に基づき書面により利用契約を締結します。ま

た，保育料は施設が利用者から直接収納します。 

 

７ 給付費 

新制度では保育施設及び事業に対し，国が定める公定価格に基づき給付費をお支払し

ます。給付額は地域区分や利用定員，認定区分による基本額（児童一人当たりの単価）と，

職員配置や開所時間による加算額により決定します。 

 

 

８ 資金計画 

・認可に必要な財源についての資金計画は，別紙５により提出いただきます。 

・常に保有しておく必要がある自己資金（年間事業費の１／１２）については，「預金通帳

の写し」等の根拠資料の提出が必要です。なお，自己資金について，借入金を充てることは

認められません。 

・収入（＝年間事業費）については，別添の公定価格試算ソフトで積算できます。 

 

 

【イメージ】 

「給付費」は右図のように公定価格から 

利用者負担分を引いた額です。 
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９ 申請方法 

（１）受付期間 

仙台市ホームページに公表のとおり。 

 ※受付期間は年度により変更となる可能性があります。都度ホームページをご確認

いただくか，当課へお問い合わせください。 

 ※受付最終日は１７時まで幼保企画課必着 

（２）提出書類 

  別添資料８ 「提出書類一覧及び提出の際のまとめ方」のとおり 

 協議書提出までに補助者・調理員が決まらない場合は，９月末までに決めること 

（補助者については当年度中に支援員研修を受講修了すること）。 

 仙台市が必要と認める場合は書類の追加提出を求める場合があります。 

提出された書類は，理由のいかんを問わず返却いたしません。 

（３）提出方法 

  持参または郵送 

（４）提出先 

〒９８０－００１１  

仙台市青葉区上杉一丁目５-12 上杉分庁舎９階 

仙台市役所こども若者局幼稚園・保育部幼保企画課 宛 

  電 話：０２２－２１４－８７５３ 

ＦＡＸ：０２２－２１４－８７８４ 

  メール：kod006162@city.sendai.jp 

 

１０ 開所までの流れ 

設置事前協議書等の提出以降のスケジュールは以下のとおりです。なお，下記スケ 

ジュールは目安であり，変更となる場合があります。 

（１）審査過程 

  ① 実地調査等【６月～７月】 

     事業を実施する場所が基準を満たしているか確認するため，運営支援課職員及び幼 

保企画課職員が現地を訪問します。 

  ② 公立保育所実習【６月～７月】 

   健康診断（検便を含む）を受診の上，公立保育所実習（１日）を行います。 

  ③ 選考試験【７月】 

    ○試験日程 毎年７月（年度により変更となる可能性があります。） 

   ○試験内容 筆記試験（作文）・面接試験 

   ○注意事項 

・申請人数によって，試験日程を変更する場合があります。 

    ・面接試験の中で「子育てに関する基礎的知識」についても質問します。 

※実地調査，保育所実習及び選考試験の詳細については，後日「受験のお知らせ（受
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験票）」を送付します。 

  ④ ①～③及びその他審査の結果により，認定候補者の決定及び認可見込み事業の決定【８月】 

（２）認定に必要な研修について 

（１）④で認定候補者となった方には，家庭的保育者として必要な知識や技術の向上

を習得するため，研修を受講いただきます。 

 ① 認定研修【８月～９月】 

  ○保育士 任意 

○保健師，助産師，看護師，准看護師，幼稚園教諭の資格を有する方 

   ・保育の知識 ４０時間 

   ・保育実習Ⅰ ６日間 

○子育て経験のある方 

   ・保育の知識 ４０時間 

   ・保育実習Ⅰ ６日間 

   ・保育実習Ⅱ ２０日間 

 ② 子育て支援員研修地域型保育研修【開業の前年度中】（別添資料４） 

  ○基本研修（８時間） 

   子育て支援員として必要な基本的知識，原理，技術の習得 

  ○地域保育専門研修（２１．５時間） 

    基本研修を修了した者で地域型保育に従事するために必要な専門的知識，原理，

技術の習得 

  ○保育実習 ４日間 

    ・保育所実習 ２日 

・家庭的保育者・小規模保育事業Ｃ型 各１日 

（３）開所に向けたその他準備・研修・手続き等 

① 次年度向け保育利用対象施設等一覧の記載内容照会【８月中】 

    次年度一斉募集のため，保護者へ配布する一覧に記載する内容について確認します。

認可見込み事業としての決定後の計画の撤回や開所時間の短縮等の変更は，原則とし

て認められません。運営条件については十分にご検討の上協議書をご提出いただけま

すようお願いいたします。 

  ② 次年度一斉募集開始【１１月】 

    次年度４月１日入所のための保育利用申込が開始いたします。 

③ 新設保育施設等研修会【１２月】 

    家庭的保育者，調理員等向け研修です。３日間程度実施予定です。 

④ 内定した児童の保護者との面談等の開始【１月下旬～】 

⑤ 認可申請書及び確認申請書の提出 

⑥ 認定証交付式及び事務説明会【１月～２月】 

認定に必要な研修を全て受講した認定候補者について，正式に家庭的保育者として
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認定いたします。また，開所に向けた事務説明をいたします。 

⑦ 完了検査【２月～３月】 

    施設を最終確認いたします。 

⑧ 認可・確認【３月】 

  ⑨ 開所【４月】 
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◎ 家庭的保育者及び家庭的保育補助者認定フロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

修了証書の交付

子育て支援員研修地域型保育研修を受講
　●研修申し込み日において満18歳以上であること

○基本研修　（８時間）
　子育て支援員として必要な基本的知識，原理，技術
　の修得

○地域保育専門研修（２１．５時間）
　基本研修を修了した者で地域型保育に従事するた
　めに必要な専門的知識，原理，技術の修得
　保育所実習2日

　※保育士・社会福祉士の資格がある方，または幼稚
　　園教諭・保健師・看護師・准看護師の資格のある方
　　で日々子どもと関わる業務に1年以上関わっている
　　方は，申請により基本研修は免除となる

認定研修 認定研修

実地調査(設備基準) ・ 保育所実習（１日間）

選考試験（筆記試験・面接試験）

認定研修

（任意） ・保育の知識 ・保育の知識

家庭的保育事業者・小規模保育事業者（Ｃ型）として

認可・確認

４０時間 ４０時間

・保育実習Ⅰ ・保育実習Ⅰ

２０日間

子育て支援員研修地域型保育研修を受講

○基本研修　（８時間）
　子育て支援員として必要な基本的知識，原理，技術の修得

○地域保育専門研修（２１．５時間）
　基本研修を修了した者で地域型保育に従事するために必要

　な専門的知識，原理，技術の修得

○保育実習
　・保育所実習　1日　　・家庭的保育者宅Ａ・Ｂ　各1日

事業開始 補助者として従事

雇用先の家庭的保育者

健康診断（検便を含む）・雇用契約

６日間 ６日間

・保育実習Ⅱ

家庭的保育者として認定

最　　終　　評　　価

家庭的保育補助者

協 議 書 提 出（健康診断書）

事業開始年度末日において満63歳以下

保育に従事する年度末日において満68歳以下

保育士

　  ・保健師
　  ・助産師
　　・看護師
    ・准看護師
　　・幼稚園教諭

子育て経験者
(里親を含む)

家庭的保育者

基礎研修の修了証，子育て支援員の

修了証書を持っていない方

基礎研修の修了証か子育て支援

員の修了証書を持っている方

2 日 家庭的保育者宅 

小規模保育事業 C

型 
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１１ 留意事項 

（１）制度の詳細について 

家庭的保育事業，小規模保育事業Ｃ型の詳細な事項は，本市条例等のほか，今後国か

ら示される事業の取り扱いに関する通知等に基づくこととします。 

（２）連携施設等について（別添資料５－１，５－２参照） 

   地域型保育事業の連携施設については，令和７年度から義務化されることとなって

おりますので，「地域型保育事業者における連携施設設定に関するガイドライン」に基

づいた①保育内容の支援，②代替保育の提供，③卒園後の受け皿を行う連携施設を令和

６年度末までに設定する必要があります。家庭的保育事業については，①，②は公立保

育所が担うこととしています。 

※ 公立保育との連携 

・ 連携保育所（最寄の公立保育所）が，子育てに関する情報を提供し，育児・保育に   

関する技術的な支援を行います。また，保育所の園庭開放や行事への招待等による

交流を行っています。 

・ 代替保育 

       代替保育所（一時保育を実施している公立保育所）において，年７日及び忌引き 

等に必要な日数については，保育乳幼児の代行保育を実施します。 

   なお、令和６年度までは経過措置として設定の義務が緩和されており，これが延長と

なる可能性がありますが，「９ 申請方法」における設置事前協議書類の提出締切後に

国から方針が示された場合，その後，その内容を基にした協議内容にて協議を受け付け

ることはできないため，ご留意ください。 

（３）基準等の変更の可能性への対応 

今後，国が示す制度の内容により基準等が変更となった場合，変更への対応等につい

ては施設の責任により行うこととし，市はその損害等を補償しません。 

（４）設置のための費用及び家庭的保育事業，小規模保育事業Ｃ型にかかる施設改修費等に            

ついて 

協議者は，認可に係る協議が整わない場合や協議が途中で終了する場合を念頭におき，

協議時点での不動産の売買，借地借家契約，金融機関からの借入，建物の整備に係る設

計業務への支出等については慎重に判断してください。協議のために要した費用につい

ては全て協議者の負担とし，市は補償しないものとします。また，家庭的保育事業，小

規模保育事業Ｃ型を実施するために必要となる改修費等についての補助はありません

ので，施設の整備に係る費用は全て協議者の負担となります。 

（５）継続的な事業の運営について 

事業開始後，児童が入所している場合，すべての児童が卒園等により在籍しなくなる

までの間は，原則として事業を廃止および休止することはできません。設置地域周辺に

ついて十分に調査し，事業の継続性について検討いただいた上で，事前相談および協議

申請を実施いただくようにお願いいたします。 



 11 / 11 

 

（６）個人情報等の取り扱い等について 

事業申請書等の提出された書類は，理由の如何を問わず返却いたしません。 

また，応募に際し記載された個人情報・法人情報は，本事業の事業者選定に関する範囲

内のみで使用します。当該個人情報については,個人情報に関する法令，条例及び規定

により適切に管理を行い，法令等による除外事項を除き，目的外利用及び第三者提供を

行うことはありません。 

 


